
低所得の妊婦に対する初回産科受診料助成事業
　低所得の妊婦の経済的な負担軽減を目的に初回の産科受診料を助成します。

■ 助成内容　
　 初回の産科受診料（産科医療機関において実施
　 する問診、診察、尿検査、超音波検査等、妊娠
　 の判定に要する費用）を助成します。
　 ※妊婦健診にかかる費用は対象外です。
■ 助成額　上限１万円
■ 助成額　1 妊娠につき 1 回、1 年度につき 2 回
■ 対象者　令和 5 年 4 月 1 日以降に妊娠判定を受
　 け、次の①～④のすべてに当てはまる方
① 医療機関にて妊娠判定を受けた際に垂水市に住
　 所を有する方
② 住民税非課税世帯または同等の所得水準の方
③ 所得判定のため、世帯の課税状況を確認するこ
　 とに同意する方
④ 妊婦健診の受診医療機関等の関係機関と市町村
　 が、必要に応じて支援に必要な情報を共有する
　 ことに同意する方

問 保健課
　 健康増進・元気プロジェクト係 ☎ 内線 121・138

■ 申請方法　保健課の窓口にて申請後に償還払い
■ 必要書類
　 ①初回産科受診助成申請書兼請求書
　 ②受診費用の領収書
　 ③口座が確認できる書類
　 ④対象者の属する世帯全員の住民税の課税状況
　　 がわかる書類（転入してきた方のうち市で課
　　 税状況が把握できない場合）
　 ※課税状況の確認や同等の所得水準を判断する
　 　にあたり、追加で簡易な収入見込額の確認書
　 　の提出をお願いする場合がございます。
■ 申請期限
　 初回の産科受診のあった
　 日から１年以内。
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令和５年度垂水市第２次価格高騰
支援給付金について

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている低所得世帯（住民税均等割非課税世帯）に
対して、１世帯あたり 7 万円を支給します。
　令和５年 12 月１日時点（以下「基準日」といいます。）で垂水市に住民登録があり、世帯の全員が令
和５年度分の住民税均等割が非課税である世帯（以下「非課税世帯」といいます。）が原則対象となります。
ただし、世帯の全員が住民税を課税されている他の親族に扶養されている場合、対象となりません。そ
の他、詳しい受給条件については、確認書および申請書等で内容をご確認ください。
　なお、本給付金は、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の低所得者世帯支援枠に基づくも
のでありますことから、差押禁止等および非課税の対象となります。

■支給対象者、支給方法および手続方法

　下記①～③のいずれかに該当する世帯が対象
　です。（重複支給を受けることはできません。）

①プッシュ型による支給対象者

　〇支給対象者
　　令和 5 年度垂水市電力・ガス・食料品等価
　　格高騰支援給付金（3 万円）を受給した後、
　　世帯員及び住民税に変更がない世帯
　〇支給方法
　　令和 5 年度垂水市電力・ガス・食料品等価格
　　高騰支援給付金（3万円）と原則同じ口座へ、
　　プッシュ型で 12 月 27日以降支給します。

②確認書による支給対象者（世帯員変更者等）

　〇支給対象者
　　令和 5 年度垂水市電力・ガス・食料品等価
　　格高騰支援給付金（3 万円）を受給した後、
　　世帯員に変更があった世帯
　〇手続方法
　　12 月下旬に確認書を送付します。記載内
　　容を確認し指定書類を添付の上、返信用封

　　筒で返送してください。

③申請書による支給対象者（転入者等）

　〇支給対象者
　　令和 5 年 1 月１日現在で垂水市に住民登録
　　がないため本市に課税情報のない転入者を
　　含む世帯で、世帯の全員が令和５年度の住
　　民税が非課税であり、令和５年度 垂水市
　　電力・ガス・食料品等価格高騰支援給付金
　　（3 万円）を受給していない世帯
　〇手続方法
　　転入者全員の令和５年度住民税非課税証明
　　書（前住所地）等の指定書類を用意して、
　　福祉課窓口で申請してください。

■支給額　１世帯あたり７万円

■締切日　２月 22 日（木）必着

■その他　申請書等は、市のホームページ又は
　　　　　福祉課窓口で取得できます。

問 福祉課援護係 ☎ 内線 125
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